
【湯浅町の給与・定員管理等について】

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）　１ 職員手当には退職手当を含みません。

　　　　２ 職員数は、平成２７年４月１日現在の普通会計決算の人数です。

　　　　※普通会計決算の人数とは、全職員数から水道、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療関係職員を

　　 除いた人数です。

（3）ラスパイレス指数の状況（各年４月1日現在）

グラフ

  

（4）給与制度の総合的見直しの実施状況について

給料表の見直し
 平成28年４月１日から、一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均
0.22％引き上げた。

１人当たり給与費

Ｂ／Ａ

4,783

２６年度の人件費率

13.2

歳出額 実質収支 人件費 人件費率
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円
117 375,413 46,274

千円 千円 千円
137,872 559,559

千円
910,864 15.85,769,838

２７年度
人 千円

職員手当 期末・勤勉手当

住民基本台帳人口

（２８年４月１日現在）

（参考）
区分

２７年度

区分
給料Ａ

職員数 給与費

人 ％ ％
12,696 115,456

千円

（注）　１　 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す
            るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政
            職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平
            均 したものである。
　　　　３　平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置
            がないとした場合の値である。

計　　Ｂ

千円

91.7

94.7
95.4

88.0

95.0
95.6

89.3

95.6
95.8

90.3

96.4 96.3

82

84

86

88

90

92

94

96

98

湯浅町 類似団体平均 全国町平均

Ｈ２５年

Ｈ２６年

Ｈ２７年

Ｈ２８年



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２８年４月１日現在）
①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 歳 円
歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

③税務職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④看護・保健職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

⑤福祉職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職手当などの

　　　諸手当の額を合計したものです。
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（２）職員の初任給の状況（２８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２８年４月１日現在）

人

人

人

人

人

（注）１ 湯浅町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務を表しています。

（２）昇給への勤務成績の反映状況
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４級 副課長

課長・事務局長・会計管理者

144,600

― ―中学卒

１級

標準的な職務内容

主事

主事

係長・主任・主査
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級別職員数等の状況

等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成２８年４月１日現在）
行政職給料表

12 8.9%
課
長
級

合計 135

12
0
0

7

28 20.7%
係
長
級

12 8.9%

副
課
長
級

職制上の段階

（人） （％） 段階

83 61.5%
係
員
級

６級 １　困難な業務を行う課長の職務 0 0.0%
課長

計

1
1
1

1
1
1
1
3

78
5
0
0

1
1

13

38
7

4

計
課長

13

20
24

12

4
3

１　高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う主事又は技師の職務
２　高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う保育士の職務

主任保育士

専門員

4
0

0

1

４級

１　副課長の職務
２　総合センター次長の職務
３　人権推進室長の職務
４　水道事務所次長の職務
５　給食センター長の職務
６　教育委員会副次長の職務
７　教育委員会指導主事の職務
８　保育所長の職務

8.9%

副課長

主査
主査保育士

人権推進室長
水道事務所次長
給食センター長
教育委員会副次長

12 8.9%

教育委員会指導主事
保育所長

教育委員会次長
議会事務局長

計

会計管理者
総合センター長
水道事務所長

技師
保育士

計
主事
技師

総合センター次長

計

計
係長
保育所副所長

５級

１　課長の職務
２　会計管理者の職務
３　総合センター長の職務
４　水道事務所長の職務
５　教育委員会次長の職務
６　議会事務局長の職務

主事

13 9.6%

20 14.8%

３級

１　係長の職務
２　保育所副所長の職務
３　給食センター次長の職務
４　主任又は主任保育士の職務
５　主査又は主査保育士の職務
６　専門員の職務

保育士

区分
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計

（人） （％）

給食センター次長

１級
１　主事又は技師の職務
２　保育士の職務

２級

内訳

職名 （人）

78 57.8%

12

主任

7
1
5



４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（注）　（ 　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（２８年４月１日現在）

支給率 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他加算措置 　定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算 その他加算措置　定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　） （退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　）
千円 千円

(注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）特殊勤務手当
支給実績（２７年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度） ％
手当の種類（手当数）２７年度

（４）時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

49.590

感染症患者の家庭を訪問し、保健指導す
る職員

手当の名称

従事した日１日 1,000円～2,000円感染症患者訪問手当

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

49.590

（1.45）

25.5562525.55625

41.325

国湯　浅　町

34.5825
49.59041.325

203
21,885
226

0
0

0.0

18,693

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27年度決算）」と同じ年度の４月１日
   現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の対象とはならない職員を除く。）であ
   り、短時間勤務職員を含む。

49.590

20.445
29.145

20.445
29.14534.5825

49.59049.590

湯浅町 和歌山県 国
１人当たりの平均支給額（２７年度） １人当たりの平均支給額（２７年度）

―1,270 1,616
（２７年度支給割合） （２７年度支給割合） （２７年度支給割合）

2.60 1.60 2.60 1.60 2.60 1.60
（1.45） （0.75） （0.75） （1.45） （0.75）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　5％～20％ 役職加算　5％～20％ 役職加算　5％～20％　

自己都合 勧奨・定年 支給率 自己都合

　未実施

支給実績（２７年度決算）
支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）
支給実績（２６年度決算）
支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

1人当たり平均支給額 19,743

主な支給対象職員

0

保健業務他

1



（５）その他の手当

（２７年度決算）

1
2

3

1

最高２７，０００円

2 自宅を所有している職員（自宅）

　購入から５年間 ２，５００円

1 交通機関　限度額
５５，０００円

2 交通用具　限度額
２４，５００円

課長級職員 ３０，０００円

副課長級職員　　２０，０００円

５　特別職の報酬等の状況（２８年４月１日現在）

最高　846,000円　　　最低　534,800円

最高　680,000円　　　最低　509,200円

議長 円 最高　354,000円　　　最低　243,000円

副議長 円 最高　306,000円　　　最低　192,000円

議員 円 最高　288,000円　　　最低　175,000円

町長 （平成２７年度支給割合） 役職加算

副町長 ２．６月分（６月期 １．２２５月分、１２月期 １．３７５月分）×（給料月額＋給料月額×３５％）

教育長
議長 （平成２７年度支給割合） 役職加算

副議長 ２．６月分（６月期 １．２２５月分、１２月期 １．３７５月分）×（給料月額＋給料月額×３５％）

議員
（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

町長 ６５万円×在職月数×０．４３３ 任期毎
副町長 ５６万円×在職月数×０．２５８ 任期毎
教育長 ５２万円×在職月数×０．２０８ 任期毎

　　おける退職手当の見込額である。

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に

町長

副町長

教育長

円

円

円

（参考）類似団体における最高／最低額

退職手当

5,191,680円
（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置後の金額です。

給料月額等区分

（494,000）

6,935,040円

220,000
235,000
280,000

560,000

650,000

　　　　　　　　６，５００円

通勤距離が片道２ｋｍ以上で、交通機
関を利用し、あるいは交通用具を使
用して通勤している職員

　（そのうち１人については、

配偶者　　　１３，０００円
配偶者以外の扶養親族

期末手当

報酬

13,509,600円

182,0005,278

円

（532,000）

（604,500）

520,000

住居手当

手当名

管理又は監
督の地位にあ
る職員に職務
の級及び支給
区分に応じて
定額を支給

千円

支給職員１人当たり

3,883通勤手当 同じ

千円 円

円

千円

内容及び支給単価

管理職手当 異なる

同じ

住居を借り受け月額12,000円を超
える家賃を支払っている職員（借
家）

異なる

国の制度と異
なる内容

　　配偶者がいない場合

国の制度と
の異同

扶養手当

　　　　　　　１１，０００円）
10,982 174,317

支給実績

千円

236,000

59,738

6,372

円

　　　　　５，０００円加算
満１６歳から２２歳の子

（２７年度決算）

平均支給年額



６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区分
部門

電算管理員を採用したことによる増員（１）

前回「その他」に計上していたが調整したことによる増員（１）

休職者に対する欠員補充（１）

他部門欠員による異動減員（▲1）

(注）１ 職員数は一般職に属する職員です。

（２）年齢別職員構成の状況（２８年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

保育士の欠員補充による増員（１）

国体推進室解散に伴う減員（▲2）

社会福祉士採用による職員増（１）
人事異動に伴う職員増（１）

職員数

２４歳 ２８歳

未満

２０歳 ２０歳

0 3 7 8

計

84
人

４４歳

9 6 11 4

｜

12 9 8 7

５９歳５５歳５１歳

６０歳

｜
４８歳

｜｜ ｜
４０歳

｜｜ ｜ ｜
５６歳５２歳

３９歳３１歳 ３５歳 以上４３歳２３歳 ４７歳２７歳

1

合計

水道
117 118

2

1

3

6

4
8

33

13

-2

1

-1
0
1
1

3
0

2 2
30
6
7

0

5
6

103

15

0

11

29

100
13

32

9
4

｜

17

6
0

３２歳 ３６歳

135

0
0

29

15
132

17

区分

公営
企業
等会
計部
門

小計

その他

下水道

普通
会計
部門

一般
行政
部門

商工
農水
税務
総務

計

教育部門

小計

対前年
増減数

衛生

民生

土木

主な増減理由

議会

職員数
平成２８年平成２７年

H２７構成

H２２構成

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

２０歳未満 ２０

｜

２３

２４

｜

２７

２８

｜

３１

３２

｜

３５

３６

｜

３９

４０

｜

４３

４４

｜

４７

４８

｜

５１

５２

｜

５５

５６

｜

５９

６０歳以上

H28 H23



７　公営企業職員の状況

（１）水道事業
①職員給与費の状況
ア 決算

Ｂ／Ａ
千円 千円 千円 千円

6
（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

　2 職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２８年４月１日現在）

③職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２７年度）
千円

（２７年度支給割合）
期末手当 勤勉手当

月分 月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５％・１０％

イ 退職手当（２８年４月１日現在）

支給率 自己都合 応募認定・定年
勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分
その他加算措置 　定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　な　し　）
1人当たり平均支給額 千円 千円
(注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ時間外勤務手当
千円
千円

基本給

0

49.590
49.590

466
1864

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27年度決算）」と同じ年度の４月１日現在
         の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、
         短時間勤務職員を含む。

49.590

湯浅町

1.50

41.325

324,556

970

2.60

Ａ

２７年度

区分

湯　浅　町

平均月収額
471,74748.7

区分

区分

総費用

一人あたり給与費

22,552 1,700 5,825 30,077 5,013

計　　Ｂ
千円

給　与　費
給料

千円 ％
257,421

純損益又は実質
収支

職員給与

Ｂ

総費用に占める職員
給与費比率

Ｂ／Ａ

828 58,177

職員手当 期末・勤勉手当
人

職員数
Ａ

湯浅町
平均年齢

２７年度

22.6
千円 千円

25.55625

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）
支給実績（２７年度決算）

122

34.5825
20.445
29.145



エ その他の手当

1 配偶者　　　１３，０００円
2 配偶者以外の扶養親族

　　　　　　　　６，５００円
　（そのうち１人については、
　　配偶者がいない場合
　　　　　　　１１，０００円）

3 満１６歳から２２歳の子 円
　　　　　５，０００円加算

1

　　　　　　　最高２７，０００円

2 新築・購入から5年以内の自宅 円

1 交通機関　限度額
５５，０００円

2 交通用具　限度額 円
２４，５００円

課長級職員　　　３０，０００円

副課長級職員　 ２０，０００円　　

円

（２７年度決算）

千円

97

千円

204,000

支給実績
国の制度と異な

る内容

管理又は監督の
地位にある職員
に職務の級及び
支給区分に応じ
て定額を支給

同じ

異なる

同じ

異なる管理職手当

通勤手当

住居を借り受け月額12,000円
を超える家賃を支払っている
職員（借家）

通勤距離が片道２ｋｍ以上で、交
通機関を利用し、あるいは交通用
具を使用して通勤している職員

住居手当

扶養手当

支給職員１人当たり

平均支給年額

0

手当名 内容及び支給単価

を所有している職員  ２，５００円

（２７年度決算）

国の制
度との
異同

0

32,400

270

千円

540

816

千円


